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第１章 那珂川町下水道事業ビジョン 

１．基本理念 

下水道事業を取り巻く厳しい状況や社会的な要請を

踏まえて、基本理念を「安全で美しい生活環境のまち

を支える下水道」としました。この理念を共有し、町

の将来像である「安全・安心でやさしいまちづくり」

の実現に向け事業を運営していきます。 

 

２．那珂川町下水道事業の概要 

本町下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業の 3 事業があります。 

公共下水道事業（馬頭処理区）は平成 18 年 3月、特定環境保全公共下水道事業（小川処理区）は、平成 5年

3 月、農業集落排水事業は平成 8 年 5 月にそれぞれ供用を開始し、いずれも整備は完了しています。 

 

３．下水道事業の状況 

・水洗化率と施設利用率の状況 

本町の水洗化率は令和６年度末時点では81.06％で

あり、水洗化率が高い順に、農業集落排水事業の北向田

処理区で97.47％、三輪処理区で93.19％、特定環境保

全公共下水道（小川処理区）で86.84％、公共下水道（馬

頭処理区）で64.97％となっています。 

施設利用率については令和6年度末時点で、公共下水

道が31.20％、特定環境保全公共下水道が46.11％、農

業集落排水事業が40.98％となっており、今後も人口減

少が予想されることから適正な施設規模について検討

していく必要があります。 

 

・事業経営の状況 

本町の経費回収率は、令和６年度末決算で、公共下水道が39.07％、特定環境保全公共下水道が78.71％、農

業集落排水事業が67.78％となっていますが、汚水処理に係る費用が下水道使用料以外の収入である一般会計か

らの繰出金により賄われていることを意味しています。 

今後も経費回収率は人口減少や物価上昇に伴い更に低下していくものと見込まれます。事業の効率化を目指す

とともに下水道への接続促進や使用料水準の検討を行い、安定的な事業経営を目指していきます。 

水洗化率の状況（処理区別） 



2 

４．下水道事業を取り巻く外部環境 

・人口の動向 

本町の総人口は、県内一のスピードで減少しており、

2000 年までは 20,000人以上でしたが、2020年時点

では 15,000 人程度まで減少しています。 

 将来にわたっては、「那珂川町総合振興計画などにより

目標設定を行い、戦略的な人口減少対策に取り組みなが

ら、人口減少を少しでも抑制できるかどうかが課題です。 

 

５．下水道事業を取り巻く内部環境 

・施設・管きょの老朽化 

本町の下水道事業の管きょは、昭和 63年度の整備開始

から36年が経過し、今後はこれらの老朽化が進行します。

老朽化が進行すると、町民生活や経済活動に大きな被害を

及ぼす恐れがあります。 

 

・厳しさを増す財政状況 

下水道事業における収入の大部分は一般会計からの繰入金に大きく依存している状況でありますが、下水道使

用料については、人口減少社会の到来により収入の増加は見込めない状況です。 

支出については、効率的な事業執行による継続的な支出削減の取組が求められます。 

 

６．取組の方向性 

 

快適な生活環境の保全 

 那珂川や武茂川をはじめと

した那珂川町の豊かな自然環

境を守りながら、適切な汚水

処理により快適な生活環境の

保全を目指します。 

Ⅰ 効率的な下水道施設の整備 

町民ニーズや将来の人口減

少を見据えながら、水洗化率

の向上により快適な生活環境

の保全を目指します。 

安心・安全な下水道 

 町民の皆様に安心して下水

道を利用いただけるよう、下水

道施設の老朽化対策や維持管

理対策を推進します。また、地

震対策を推進することで、災害

に強い安全な下水道を目指し

ます。 

Ⅰ 計画的な維持管理の推進 

今後予想される施設老朽化

による異常やリスクの増加に

備え、事故やトラブル等を未然

に防止する計画的な維持管理

を推進します。 

Ⅱ 防災・減災に向けた取組 

  いつ発生するかわからない

災害への備えとして、地震対策

を推進するとともに、防災・減

災体制の取組を推進します。 

健全で持続可能な 

下水道事業の実現 
  
合理的・効率的な事業運営

を行い、経費の削減と収入の
確保に努め、持続可能な経営
基盤を構築します。また、人材
育成や官民連携を推進し、事
業運営体制の強化を目指しま
す。 
Ⅰ 財政の健全化 
 事業見直しによるコスト削
減などを実施し、事業の効率
化を目指します。また、下水道
への接続促進や使用料水準の
検討を行い、安定的な事業経
営を目指します。 
Ⅱ 運営基盤の強化 
 ICT や DX の活用による事
業運営の効率化に加え、技術
継承や人材育成の推進によ
り、職員一人一人の能力の向
上を図り、民間事業者の創意
工夫を活用することで、事業
の効率化を目指します。 
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第２章 那珂川町下水道事業経営戦略 

１．事業計画                    ２．事業推進スケジュール 

  

３．投資・財政計画 

・投資・財政計画全体 

「収益的収支」の収益的収入は、使用料収入

や他会計補助金（一般会計からの繰入金）など

によって構成されており、収益的支出は、汚水

を処理するための費用や、施設や管きょを維

持管理するための費用、職員の人件費等によ

って構成されています。本町は使用料収入で

は維持管理に係る費用を賄うことができず、

他会計補助金額が多い状況となっています。 

また、「資本的収支」の資本的収入は企業債

による借入や、国による補助金等によって構

成されており、資本的支出は施設や管きょを

整備・更新するための建設改良費や、企業債を

返済するための償還によって構成されていま

す。ストックマネジメント計画による老朽化対

策や下水道総合地震対策計画による耐震化な

どの事業費を見込んでおり、事業費の財源の一

部は企業債の発行になるため、後年度の企業債

返済額や支払利息の増加につながります。 
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・経費回収率向上に向けたロードマップ 

本町の下水道事業会計は、ストックマネジメント支援制度を活用した効率的な老朽化対策による事業費の抑

制や、地方公営企業法を適用し企業会計方式に移行したことによる財政マネジメントの向上等、経営健全化

に向けた取組に努めてまいりました。しかしながら、未だに一般会計からの負担金に依存せざるを得ない状

況にあり、この状況からの脱却が求められています。 

今後、本町が今後も国庫補助金を受け続けるためには下水道使用料の改定が必要と考えられますので、コス

ト削減を図り汚水処理費の低減を図るほか、水洗化率向上に向けた取組として、広報等での啓発活動を積極

的に実施し、使用料の増収を図るなどをして経費回収率の向上に取り組んでまいります。また、持続可能な

事業運営に向け、5年ごとに事業の進捗状況に伴う経営戦略の見直しと下水道使用料の適正化について検討

を行ってまいります。 

 
 

４．計画の進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ○

経営戦略計画期間

経営戦略改定

見直し後の計画期間

下水道使用料の適正化

R12 R13 R14 R15 R16 R17
　　　　　　　　　年度

　項目
R7 R8 R9 R10 R11

Plan

計画

Do

実行

Check

点検評価

Action

改善

○下水道事業経営計画の策定 

○計画に沿った事業の実施 

○進捗状況の管理 

○事業の達成状況確認 

○事業評価の実施 

○未達成事業の抽出 

○計画の見直し・改善 

・ 


